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ナフクリらの経済民主主義論について
―ドイツ経済民主主義論の確立—
(I) 
大橋昭
I ナフタリらの経済民主主義論の生成の経緯
ワイマール期ドイツにおいて，経済民主主義論がある程度意識的に取り上
げられたのは，第1次大戦直後の1919年6月ニュルンベルクで開催された，
自由労働組合第10回大会における「労働組合活動方針」 (Richtlinieniiber 
die kiinftige Wirksamkeit der Gewerkscha:ften)をめぐる論議であった。
その背景となったのは，第1次大戦中から戦後にかけてなされた，政府およ
ぴ資本家・企業者による労働組合の承認など，資本側の労働側への譲歩であ
る。 これは具休的には， 1918年11月のいわゆる「中央労働共同体」 (Zen-
tralarbeitsgemeinschaft)として結実し， これを基盤として経済民主主義
経営民主主義が叫ばれたが，その大休の内容は，企業者専制の打破，労資同
(1) 
権の確立，経済・経営の運営への労働組合の参加の主張などであった。
この経済民主主義論が自由労働組合においてある程度本格的に論じられた
のは， しかし， 1925年プレスラウで開かれた自由労働組合第12回大会であ
(2) 
り，この大会では，経済民主主義について 2つの考え方が提示された。
その1つは，ヘルムペルク (Hermberg,Paul)の主張に代表されるもの
で，経済民主主義のためにはまず統一的経済指導の存在が必要であり，全国
民的立場による経済運営の行われていることが前提であるとするものであ
る。そこで，たとえば経済民主主義と経営民主主義については，両者の峻別
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することを主張し，経営民主主義にたいしては，経営エゴイズムを推進する
おそれのあるものとして消極的態度がとられる。またこれらの論者にあって
は，経済民主主義は統一的経済指導を前提とするため，原理的には資本主義
においては実現不可能であり，基本的には社会主義において実現されうる将
来の問題として提示される。
いま 1つは， イエッケル (Jackel, Hermann) の主張に代表されるもの
で，＇労働者・労働組合は経済・経営の運営に積極的に参加・協力し，その中
で労働者・労働組合の同権的地位を確保しさらに強大化しようとするもので
ある。したがってイエッケルらの場合には，経済民主主義，経営民主主義あ
るいは工場民主主義はとくに区別されることなく，いずれも可とし，たとえ
ば1920年の経営協議会法は，そのような民主主義を発展させるものとして，
高く評価されることになる。またこの考えにたてば，一般的には経済民主主
義は資本主義においてすでに実硯可能であって，その意味では現在の問題と
(3) 
されるのである。
この 2つの考え方はいずれも，程度の強弱はあれ，社会主義的労働組合と
いわれた自由労働組合の底流にあって，折りにふれて論義されてきたもので
あったが，多くの労働組合員にとっては，イエッケルらの主張はあまりにも
右よりのものであったし，ヘルムベルクらの主張にしても社会主義との関連
が明確でなかった。そこで，こうした点を考慮して経済民主主義に関する論
議を整理し，路線を明確にする必要が生じた。このため1927年経済民主主義
についての特別委員会が設けられ， その研究成果として 1928年ナフタリ編
『経済民主主義』 (Wirtschaftsdemokratie-lhrWesen, Weg und Ziel 
— ,herausgegeben im Auftrage des Allgemeinen Deutschen Gewerk-
schaftsbundes von Fritz Naphtali)が作成された。同書は1928年の自由
労働組合第13回大会（於ハンプ）レク）に討議資料として提出されたが，同大
会においては， ナフタリが「経済民主主義の実現」 (Die Verwirklichung 
der Wirtschaftsdemokratie) と題して報告を行った。本稿は，ナフクリ編
『経済民主主義』の主張およびナフクリ個人の所論を中心に若干の検討を試
ナフクリらの経済民主主義論について（大橋） （719)3 
みるものであるが，以下ではそれを「ナフクリらの経済民主主義論」とよぶ
ことをあらかじめ断っておきたい。
ところで1918~19年，第1次大戦終了時において労働側への最大限の譲歩
によって社会主義革命を阻止しえたドイツ資本主義は，その後1922~23年の
大ィンフレーション， 1924年からの合理化運動によって立ち直りに成功す
る。それはとりも直さず，労働側の後退の過程であり，自由労働組合はじめ
多くの労働組合は，とくに大インフレーションによって，組合員数が激減す
(4) 
るなどの大きな打撃を被った。こうした労働側の後退・資本側の攻勢への転
換期において，労働組合運動の活路を求めて経済民主主義について論議され
(5) 
たのが， 1925年の自由労働組合第12回大会であった。この大会において左よ
りのヘルムベルク的路線と右よりのイエッケル的路線とがいわば並列的に提
示されたのは，当時のこうした社会経済的事情を反映するものであった。
ドイツ資本主義はその後1929年の大恐慌勃発にいたるまで安定的発展の経
過をたどるのであって，他方労働側も，大ィンフレーションによって激減し
た組合員数が， たとえば自由労働組合の場合， 1926年の393万人を最低とし
て1927年以降再ぴ漸増の傾向をとりもどすなど，多少の立ち直りをはかるこ
とができた。この1つの現れが1928年5月20日の国会議員選挙で， 1924年5
月4日の選挙で大敗北を喫した社会民主党は勝利を収め， 1928年6月社会民
主党のヘルマン・ミュラー (l¥Ailer,Hermann)が首相に就任した。 こう
した事情は，同年刊行されたナフクリ編『経済民主主義』をはじめとするナ
フクリらの主張に，一定の反映をしているのであって，それは，以下でみる
通りである。
I 経済民主主義と社会主義
まず最初に， ナフクリらの主張する経済民主主義の内容を， ナフクリ編
『経済民主主義』の目次でみておこう。同書は最初に，経済民主主義の概念
と本質について述べ，次いで経済民主主義ないし経済民主化の方途，内容と
して 4つの分野を提示する。①経済の民主化，③国家の経済政策の諸機関の
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民主化，⑧労働関係の民主化，④教育制度の民主化が，それである。これら
4分野を広義の経済民主主義とよぶならば，①経済の民主化は，いわば狭義
の経済民主主義といいうるものであって， これが経済民主主義の中心をな
す。
経済民主主義の内容として，このような分野を措定することは，ナフクリ
らにおいて創始されたのではない。もちろんこのようにまとまった形ではな
く，また内容にそれぞれ遣いがあるが，同じような分野が自由労働組合ある
いは社会民主党関係の論者により，折りにふれて提示されてきた。たとえば
1925年の自由労働組合第12回大会では，イエッケルは経済民主主義あるいは
(6) 
経営民主主義の分野として次のものをあげている。すなわち①経営協議会，
③協同組合や労働組合所有経営，⑧公共的諸経営，④経済的自治団休，⑤労
働者のための高等教育機関の設置などである。ナフタリ・らの主張は，この点
ではそれまでの諸主張を整理体系化したものとみることができる。
自由労働組合における経済民主主義のそれまでの諸論議からみて，ナフク
リ編『経済民主主義』が大きな意味をもつのは，冒頭の一「経済民主主義の概
念と本質」に関連した部分である。 1928年自由労働組合第13回大会でのナフ
クリ自身の弁によると， 1925年第12回大会以来最も論議となってきたのは，
(7) 
経済民主主義と社会主義の関連についての問題であり，同書はこの問題に関
してとにかく 1つの提言ないしは結論を提示したところに，とにかく第一の
(8) 
意義をもつものである。そこでまず．この点からみてみよう。
(1)私的利益の社会的利益への従属としての社会主義
この点に関してナフタリ編『経済民主主義』では，自由労働組合が社会主
(9) 
義実硯という目標を放棄したのではないことを，まず明言する。つまり経済・
民主主義が，根本的には社会主義において実硯可能なものであるか，あるい
は資本主義においてすでに可能であるものかという，ヘルムペルク的路線と
イエッケル的路線については，ヘルムベルク的考え方にたち，経済民主主義
の主張が，目標としての社会主義の放棄を意味するものではないとする。た
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だしその場合，同書によると，社会主義といっても突如として実硯されるも
のではない。すなわち社会主義は段階的に実現されるものであり．経済民主
(10) 
主義はそうした社会主義の道筋を示したものであるという。
つまり社会主義と経済民主主義とは，同書によれば，究極目標としては実
質的に同一のものであり，経済民主主義は社会主義においてのみ完全に実現
される。しかし他方において，経済の民主主義化はすでに今日の資本主義に
おいても始められることができる。 したがって， 「今や，経済の民主主義化
(11) 
を通って社会主義へ」というプログラムが生まれることになる，という。
こうした社会主義と経済民主主義のとらえ方は，社会主義の理論ないし思
想からみると．いくつかの考え方のいわば折衷的総合とみることができる。
第1は，社会主義実硯という目標をとにかく言葉の上では認めており．社会
主義否定という共産党系論者の反対論にも対抗しうること，すなわちマルク
ス主義を放棄したのではなく．まさにマルクス主義に立脚していると主張し
うるものとなっていること。第2には．しかしその社会主義が革命的にでは
なく，段階的に実硯されうるものとして，イギリスのフェビアン主義およぴ
ドイツのベルンシュクイン（Bernstein,Eduard)らの修正主義の考えに決定
的にたつこと。第3に，社会主義の段階的実現が経済分野における民主化，
改革によってなしえられるとする点では， ウエップ (Webb,Sidney and 
Beatrice)などの政治的民主主義は経済的民主主義によって補完されるべき
であるとする産業民主主義的な考え方や，経済改革が社会変革の根本である
というドイツのツゥインク (Zwing,Karl)などの経済主義的主張にたって
いる。
では，ナフクリらの考える社会主義とは具体的にどのようなものであろう
か。ところがナフクリ編『経済民主主義』でみる限り，社会主義そのものに
ついて具休的内容的に論じられていることは少ない。そこでそれを，経済民
主主義の内容をなす前記4つの分野についての著述の中に求めざるをえない
が， その著述の実際上の根本理念•原理となっているのは， 「すべての経済
活動を一般の利益のもとに従属させること」 (Unterordnungjeder wirt-
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(12) 
schaftlichen Tatigkeit unter die Interessen der Allgemeinheit)という
観点である。これは，「一般の利益のための計画的な経済指導」(planmassige
(13) 
Wirtschaftsfiihrung im Interesse der Allgemeinheit)と表現されている
場合もあるが，こうした一般の利益，つまり社会的利益の優先，私的利益の
(14) 
社会的利益への従属という主張は，同書では一貫してなされている。
この私的利益の社会的利益への従属，社会的利益の優先の考えは，もとも
とドイツ自由労働組合の根本的原理の1つとなってきたものであり，そうし
た考えそのものは，自由労働組合としては別にこと新しいものではないが，
経済民主主義に関する考え方としては， 1925年の自由労働組合第12回大会に
おいてヘルム・ペルクが行った，経済民主主義には統一的経済指導がまず必要
という主張に，直接的にははじまる。
この点につき同大会の直後，ナフタリ編『経済民主主義』の共同執筆者の
1人エルトマン (Erdmann,Lothar)は，まず労働組合の経済政策 (Wirt-
schaftspolitik)への参加と経済指導 (Wirtschaftsfiihrung)への参加とを区
別し，経済政策への参加は現在の資本主義のもとでは可能であるが，それで
はまだ経済民主主義の実硯とはいえず，経済指導への参加によってはじめて
経済民主主義の実現といいうるとし，それはばらばらの個別経済をとにかく
(15) 
1個の統一体にしたものであると論じた。
ヘルムベルク自身も，同大会の後1926年に，経済民主主義とは，あくまで
国民経済が民主的に指導されることであって， 「このことは何よりもまず第
1に， 個別経済の全体意志 (Gesamtwille)への従属を意味する」ことを改
(16) 
めて主張している。
さらにこの点を補足して『経済民主主義』の同じく共同執筆者の1人デッ
カー (Decker,Georg)は， 1927年に，経済民主主義とは単に個別企業にお
いて労資が双方の利益を守ることで合意し協力することをいうのではなく，
消費者などを含めて一般の利益をはかることをいうのであって，経済民主主
義は，経済的専制を打破するだけではなく，個別的利益を一般の利益に従属
させるという原則をもつことが必要であるとし，一言でいえば「経済民主主
ナフタリらの経済民主主義論について（大楢） （723)7 
(17) 
義とは一般の利益のもとにおける経済指導」であると定義づけた。
経済民主主義が経済上の私的利益を一般の利益つまり社会的利益のもとに
従属させることであるというテーゼは，同じく1927年キールで開催された社
会民主党大会においてヒルファディンク (Hilferding,Rudolf)によって主
(18) 
張され，自由労働組合の当時の最高指導者ライパルト (Leipart,Theodor) 
(19) 
も1928年の著書で同様のことを述べており，社会民主党・自由労働組合の主
流をなす幹部たちによる経済民主主義論の根本テーゼとして，ここに確立し
た。
このテーゼは，ナフタリらによればさらに，社会主義実現の別の表現であ
る。ナフタリ編『経済民主主義』は「経済民主主義の原則は，すべての経済
活動を一般の利益のもとに従属させることであって，社会主義への道として
の経済民主化のための労働者階級の闘争は，一般の繁栄のための闘争である
(20) 
…」としており，つまり社会主義とは社会的利益の優先，社会的利益のもと
における経済指導の原則を完全に実現したものである。ナフタリらの場合，
社会主義とは，具体的にはさしあたりこのようなものであり，それは一種の
計画的経済休制をさすものと理解することができる。
ちなみに， 1919年に刊行されたドイツ社会民主党のパンフレットには，
「社会主義とは，全体のためにする全体の計画的経済 (planma.13igeWirt-
schaft der Gesamtheit filr die Gesamtheit)である。従来の数百万の個別
経済の代わりに， 1つの共同経済 (Gemeinwirtschaft)を作って，計画的に
(21) 
財の生産を規制し向上させることである」と書かれている。同党が1921年採
択したいわゆるゲルリッツ網領は，修正主義的立場にたつもので，それまで
のエルフルト網領における「資本家的所有の社会的所有への転換」という見
地がなくなり，その代わりに「自由な共和国に組織された人民の意志の経済
(22) 
に対する支配」の確立が党の課題とされたのであるが，これが，当時の同党
｀の論客ヘラー (Heller,Hermann)によると，まさに社会主義を意味するも
(23) 
のであった。ナフタリらの主張は，このような社会主義観に立脚するのであ
る。
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(2) 「組織された資本主義」論
ナフタリらの主張する社会主義は，このように一種の計画的経済休制であ
るが，それを目標とする経済民主主義は，資本主義においてすでにはじめら
れうるものである。とするならば，資本主義においてすでに統一的経済指導
が可能であり，計画的経済が可能でなくてはならない。この点においてナフ
タリらの理論的基礎となっているものが， ヒルファディンクの「組織された
資本主義」の理論である。
「組織された資本主義」論は，種々な内容，側面をもつが， 1927年のキー
ルでの社会民主党大会においてヒルファディンク自身特徴づけたところによ
れば，「組織された資本主義とは， 実際には， 自由競争という資本主義的原
理を， 計画的生産という社会主義的原理によって置き換えることを意味す
(24) 
る」ものである。ここにもヒルファディンクやナフタリらの考える社会主義
が，単なる計画的経済一般ではなく，資本主義においても可能な計画的経済
体制をいうことが明確に語られているが，それはともかく，これに基づけば
「組織された資本主義」の実硯によって，全体的な統一的経済指導は可能に
なる。
この点は， ナフタリ編『経済民主主義』では， 現代資本主義の中で経済
指導が組織的に行われるようになり，組織化された経済指導 (organisierte
(25) 
Wirtschaftsfiihrung) が成立するものと表現され， 資本主義のいわゆる組
織化とともに，個々の企業は社会的規制をうける度合が多くなり，企業経営
は社会的問題になるという。 すなわち， 「現代資本主義の中で経済指導を規
定する組織が進歩すればするほど，拡大すればするほど，強力になればなる
ほど，個々の企業家にゆだねられる経済的自由の範囲が小さくなればなるほ
ど，組織の経済的行為は必然的に私的な領域をこえて成長し，共同体 (Ge-
(26) 
meinschaft)の問題になる」と。
こうした「組織された資本主義」論においてまず問題となるのは，ナフタ
リらが資本主義のもとにおいて，労働の社会化を出発点として，資本の社会
ナフタリらの経済民主主義論について（大橋） （725)9 
(27) 
化をへて企業の社会化に進むものとすることである。この点につき1929年，
,,Unter dem Banner des Marxismus"はナフタリ編『経済民主主義』に
対する匿名書評において， それは資本主義において生産の社会化 (Verge-
sellschaftung)から直ちに資本の社会化を主張するものであり， トラストや
シンジケートをもって個別企業が社会化される組織形態とするものであっ
て， このように独占資本主義的組織を社会化の最高形態とするような主張
(28) 
は，これまで誰もしたことがない，と批判した。
経済民主主義という観点から最も問題となるのは，ナフタリらがその書に
おいてすでに問題としているように，資本主義の組織化が経済の民主化をも
たらすかという点である。この点について同書は， 一方では， 「資本主義の
組織化の貫徹は……たしかにそれ自体としては経済の民主化となんら関係し
ない。反対にここでは，権力の資本主義的集中が行われ，それは自由競争の
時代よりはるかに強力に経済指導における企業者の専制的地位をたかめ，前
面におし出すのに適している・・・・・・」とするが， しかし他方において同書はつ
づいて，それにもかかわらず「われわれは，以上のような組織された資本主
義への発展から，究極的には，経済の民主化への発展方向にむかう大きな起
動力が生まれ，そしてそれはすでに生まれはじめていると，確信している」
(29) 
と述べる。
何故ならば，同書によれば，資本主義の組織化によって生まれる独占を，
単に自由競争の維持のために排除したり規制するだけでは，経済全体とりわ
け労働者の利益になるとは必ずしも限らない。それは少なく経済の発展方向
からみれば後向きの考え方である。そこで「後向きに，自由競争の維持に務
めるのではなく，前向きに，組織された企業権力を国民全体の利益のもとに
(30) 
服させるという方向で対応する力が，経済の中で次第に生まれてきた」から
である。
つまりナフタリらによると，反独占といっても 2つの方向・路線がある。
1つは，独占を排除してとにかく経済の自由を守れと主張するものである。
しかしこれは根本的には資本・資本家・企業者の利益となるもので，経済の
10(726) 第 28・ 巻第 6 号
発展方向からいっても後向きのものである。いま 1つは，独占の運営を社会
全体の利益となるようにさせることで，これが前向きの考えであり，しかも
労働者階級の要求だというのである。
というのは，その根本には，資本主義が自由競争段階から組織化・独占化
の段階へ移行するのは必然的で，それを阻止することはできないという駆識
があるからである。同書はいう， 「現代の資本主義的産業経済の中で否応な
しに大きな権力中心を形成するにいたった経済的利益というものは，自由競
争の維持のために挿入されたすべての反対を……乗り越えてしまうほど強力
. (31) 
なもの」である，と。
このような必然的に生まれるきわめて強大な「組織された経済力」を，全
休の経済力のもとに服させようとする主張は，ナフクリらによると，本来労
(32) 
働者階級のものであるが，これを具体的に実行する機関，すなわち経済の民
(33) 
主化を遂行する機関は，まず第1に国家である。ただしこの場合の国家とは，
いわゆる民主的国家であり，具体的にはワイマール国家である。この点は，
ナフタリらの経済民主主義論の特徴の1つであり，かれらは資本主義休制の
もとにおいてすでに民主的国家が成立し，それが労働者の利益を含めた社会
全休の利益の擁護者として機能すると主張する。ここにワイマール国家に対
(34) 
する社会民主党・自由労働組合幹部の大きな期待をみることができる。
しかしこの点は，いうまでもなく，共産党系論者の激しく批判した点であ
る。すでに1928年の自由労働組合第13回大会の経済民主主義をめぐる討論に
おいて，金属労組の共産党系代議員クラウス (KrauB,S.)は， ナフタリら
が今日の国家を社会的な調和的国家としているが，それはプルジョア的な労
働組合も主張していることであるし，何よりも国家の運営主体は所有者階級
であるから，資本主義的政府が資本主義経済に介入し，労働者の利益をはか
(35) 
るようなことは考えられない，と批判した。
これに対して反対討論にたった自由労働組合の幹部クルノウ (Tarnow,
Fritz)は，経済民主主義を主張するということは， 即ち， 民主的国家に協
力することであり，労働組合運動と国家との結合，国家の肯定は民主主義的
ナフタリらの経済民主主義論について（大橋） （727)11 
(36) 
経済という場合，強く主張されてきたことであると，反論している。この場
合タルノウは， ワイマール国家を当然民主的国家であるとして，少なくとも
労働者階級と対立するものとは考えていないが，クラウスはこの点をこそ問
題にしているから，両者の討論は全くのすれ遣いである。
それはともかく， ナフタリ個人は， もともと国家をどのようなものであ
れ，個人利益よりも全体利益を優先させるものという考えをもっていた。こ
れはワイマー）レ体制以前のカイザー国家についてもそうであった。たとえば
かれは，第1次大戦中の1916年，当時の国家が「個別グループの利益よりも
(37) 
全体の利益を優先させることのできるもの」と述べている。
いうまでもなく，当時の国家がすでに民主的国家というのではない。当時
は，国家はとにかく個々の企業者や資本家あるいは特定のグループの上にた
つ強力な存在と考えられていたのである。したがって国家は，個々の資本家
の利益に従属するものではないと同様，労働者・労働組合の個別的利益に服
するものでもない。しかしこうした国家に対する労働者・労働組合の関係
は，民主的国家（ワイマール国家）では異なる。 ここでは， 「国家制度に内
在している国家と労働者との対立，政治権力と労働組合の対立は， もはや存
(38) 
在しなくなった」。かくして， 労働者。労働組合の立場からも，国家を，全
体的社会的利益の代表者として期待しうることになる。
もっとも，ナフタリ編『経済民主主義』によると，独占体，すなわちナフ
タリらのいう「巨大な組織された経済力」はきわめて大きな力をもつので，
国家は必ずしも独占体の力に優るとは限らない。そこで「経済の民主化のた
めの闘争は，国家によるコントロール (Staatskontrolle)の道を歩まねばな
らないばかりでなく，それと同時に，巨大な資本主義的独占組織の指導に労
(39) 
働者の経済組織が参加するための闘争も行われねばならない」と，独占企業
における労働者組織の直接的な経営参加を主張する。
ただし，この労働者組織による独占企業への直接的な参加においても，労
働者代表の課題は，「資本主義の精神に対抗して，全休経済の利益の観点を，
(40) 
企業の業務運営において表現させること」であって，あくまでも全休的社会
12(728) 第 28巻第 6 号
的利益の優先が経済民主主義の根本的観点であることは，なんら変わりがな
い。
(8)所有概念の第二義性
社会主義の根本的メルクマールを計画的経済に求め，具体的には「社会的
利益のもとでの経済の運営」と考えることは，生産手段所有の意義を第2次
(41) 
的なものとすることを意味する。 この点はどうか。 もともとナフクリ個人
は，社会主義革命つまり社会化 (Sozialisierung)において生産手段私的所
有の廃絶が不可欠のものとは考えていなかった。たとえば 1919年ナフクリ
は次のように述べている。「社会化の根本理念として，国有化 (Verstaatli-
chung)ないしは多様なる共同経済的形態のどれか1つが出発点になるもの
と誤って考えられてはならない。強調されねばならないことは，国民経済の
最高の生産性発揮のために，共同経済的介入・規制・統制によって，私経済
的利益の追求から生まれる障害を除去し，私経済的利益の追求の場合には生
まれないような労働強度向上の措置を確保することが．何よりも問題である
ということである。こうした社会化の考えから，必然的に所有概念の変革が
生ずるのである。社会的国家では， 個人による生産手段所有・運営の自由
は． 生産の維持および発展についての共同経済の利益と矛盾する点におい
(42) 
て，限界が存する」と。
つまり，社会化，国有化したがって社会主義が必要なのは．それによって
経済の生産性が向上すると考えられるためであり，そしてその限りにおいて
である。もし私的所有の場合の方が生産性が高いならば，社会化は無用なの
である。社会主義の問題が，生産手段の所有の問題としてではなく，もっば
ら生産手段の運営の仕方の問題として提起されているのである。
こうした考えは，ナフクリ編『経済民主主義』においても，基本的には貫
ぬかれている。同書によれば，経済民主化の道において労働者が課題とすべ
きことは． 「労働者の社会的向上」と「全体経済におけるあらゆる生産諸カ
(43) 
の発展」とが両立するようにすることである。これが経済民主主義の労働者
ナフタリらの経済民主主義論について（大橋） （729)13 
にとっての具体的意義とされるために，同書では確かに，経済的自治団体の
今後の発展に闘連して， 「生産手段の私的所有の廃止が， 社会主義と経済民
(44) 
主主義の前提である」と述べてはいるが，生産手段私的所有廃絶の道は遂に
論じられることがなく，常にそれは生産手段の運営権の問題として提起され
(45) 
たにとどまるのである。ヴァイツェン (Weizen, Hans Willi) によれば，
「ナフタリにとっては，少なくともさしあたりは，生産手段の私的所有の廃
絶による資本主義の打倒が問題ではなく，生産手段の運営権の制限による資
(46) 
本主義の変化が問題である」ということになる。
そしてこうした考えは， 当然ながら， 1928年自由労働組合第13回大会の
「経済民主主義の実硯」と題する大会決議の中に反映している。同決議はい
う， 「経済の民主化は， 資本所有の上に築かれている支配を， 1歩ずつ除去
することであり，経済の指揮機関を，資本主義的利益のための機関から，一
(47) 
般の利益のための機関に転化することである」と。経済民主主義のために除
去されるべきものは，厳密には，資本主義的所有そのものではなくて，所有
に基づく支配なのである。同労組幹部の 1人タルノウが同大会において，経
済民主主義とは，端的には，経済における参加・協力 (Mitwirkungin der 
(48) 
Wirtschaft)であると表現したりした 1つの理由である。何故ならば，参加
により，生産手段所有者の専制的支配を打破すればいいからである。
このように所有を第二義的なものとする考えは，さらに，ナフタリ編『経
済民主主義』の第3章で展開されている，労働者の法的地位に対して生産手
段所有者つまり雇い主の力が減退してきているという主張とも照応する。す
(49) 
なわち同書によると，労働関係はこれまで3つの時代をへている。第1は，
労働者が物として扱われた奴隷制の物権法の時代である。第2は，労働者が
形式的には自由であるが，労働契約上の債務として労働が非人間的に強制さ
れる債権法の時代である。そして瑛在は，労働者が，契約に基づいて労働せ
ねばならないものでありながら， 人間であることに基づいて保護をうけた
り，労働条件の形成に主体的に参加する労働法の時代である。
こうした労働関係の発展は，ナフクリらによれば，まず第1に「労働にく
14(730) 第 28巻第 6 号
らぺて所有の力が後退する」過程である。すなわち「所有は，最初は人間を
所有の対象として支配したが，そのような所有はもはや存在しない。人間の
概念はもはや物の概念の中にはいらない。同時に所有は，主権に特有な属性
をすべて失った。今日の所有権は，単なる私権にすぎない。かつて所有が有
していた公的権能は，すべて国家に委譲された。社会的力は残っている。し
かしこの力も，今日では無制限のものではない。所有の社会的力の行使は，
かつては無制限であったが，今日では労働の社会的生存条件と結びついてお
り，しかもその生存条件は，法的に確定していて，もはや所有者によって破
られることができない…..」とし，これを人間に対する所有の支配の逓減法
(50) 
則であるとしている。
これはもちろん， 直接には人間労働について述べられているものである
が，生産手段の運営は人間労働と不可分のものであるから，人間労働に対す
る所有の支配の逓減法則と，生産手段所有の意義の第二義性の主張とはメダ
ルの表裏のことあでる。
なお，ナフクリ個人は1929年，その編書『経済民主主義』の刊行後におき
た同書をめぐる批判に答えるにあたって，社会化が生産手段私的所有の廃絶
を意味するものであるよう意見を修正した。しかし経梢民主主義そのものは
厳密にはあくまで経済指導の仕方 (Artder Wirtschaftsfilhrung)の変化
で，それは完全には所有関係の変化，すなわち社会化の後において可能であ
るが，部分的には所有関係の変化に先行しうるものであるとし，社会化の関
係では， 「経済民主主義は，社会化の概念にかわるものではなく， それを補
(51) 
完するものである」と述べている。
(4)独占の規制としての経済民主主義
ナフタリ編『経済民主主義』において，さしあたり重点が生産手段の私的
所有の廃絶よりも，生産手段運営権の制限にあったということは， しかし，
同書において生産手段の所有形態が全く問題とされていないことを意味しな
い。社会主義概念との関係における生産手段所有の位置づけについては，す
ナフタリらの経済民主主義論について（大橋） （731)15 
でに述べた通りであるが，資本主義のもとにおける所有形態の変化について
は，経済民主主義としていくつかの方策が提起されている。それは，経済民
主主義の中心をなす狭義の経済民主主義，すなわち同書第1章「経済の民主
化」において具体的形態としてあげられている， 経済的自治団体， 公営企
業，消費協同組合，労働組合所有経営に関連する問題である。
このうち経済的自治団体では， 1919年の社会化立法により生まれた石炭産
業自治団体とカリ産業自治団体が代表的なものとしてあげられている。それ
らは， 同書によっても， 「私的資本主義の基礎を維持しながら，個々の産業
部門を国家の主権のもとで経済指導を引き受ける自治団体に結集させて，一
(52) 
般の利益のために計画的な経済指導をうちたてようとするもの」であり，私
的所有をそのままにして経済運営を国家的規制のもとにおこうとするもので
ある。
したがってここでは資本主義的私的所有はそのままであり， 他の公営企
業，消費協同組合，労働組合所有経営において，所有形態の変化が問題とな
るにすぎない。公営企業などこれらの経営は，いわゆる資本主義的私的所有
のもとにあるものではなく，同書ではこれらを非資本主義的企業と総称して
いるが，しかしこれらの経営は資本主義の枠内において存立しうるものであ
るし，何よりも，資本主義では経済の中枢的地位を占めうるものではない。
それ故ナフクリらの経済民主主義論においては，資本主義経済の中枢を占め
る多くの企業，とりわけ独占的大企業は，資本主義的私的所有をそのままに
して，せいぜい経済的自治団体という組織のもとに，国家によるコントロー
ルをうけるだけである。
ちなみにナフタリ個人は，カルテルなどの独占や企業集中に対して早くか
ら関心をもっていたが，はじめからその解体ではなくて，国家によるコント
(53) 
ロールのみを問題にしていた。ナフクリ編『経済民主主義』では，さきにも
一言したように，独占のコントロールのために，労資同権で構成される国家
的監督機開の設置と，労働者代表の直接参加を主張している。同書における
こうした主張に対して， 最近においてヴァイツェンは， それは「ほとんど
16(732) 第 28巻第 6 号
が独占の促進論 (Monopolforderung) であり，少なくとも独占の甘受論
(Monopolduldung)であっても， 決して独占の解体論 (Monopolzerschla-
(54) 
gung)ではない」と批判している。
このヴァイツェンの批判は，確かに正当なものである。しかしナフクリら
の根本的認識は，独占の形成すなわちかれらのいう経済の組織化が資本主義
において必然的なものとみて，労働者階級の立場としてはそれを解休して自
由競争にもどるのではなく，社会的利益のもとにそれをコントロールするこ
とこそが有益であり必要であって，しかもそれが前向きの態度であるという
ものである。
(5)共同経済としての経済民主主義
ナフクリ編『経済民主主義』で，経済民主主義の経済形態としてあげられ
ているものは，具体的には以上のように，資本主義的私的所有を認めた経済
的自治団休，公的所有の公営企業，労働者階級の力に依存する消費協同組合
およぴ労働組合所有経営であるが，経済民主主義的経済形態を総称する概念
としては，経済の共同組織 (Gemeinwesender Wirtschaft)あるいは共同
経済 (Gemeinwirtschaft)という言葉が使用され，端的に同書では，「完全
(55) 
なる経済民主主義とは共同経済と同義である」としている。
同書では， 共同経済の概念そのものについてとくに詳しく論じられてい
ないが， 共同経済の概念は， ドイツではすでにアドルフ・ヴァークナー
(Wagner, Adolph)らのいわゆる講壇社会主義者によって用いられ，第1
次大戦中は， 戦争中の上ガ、ら管理される中央統制的経済をモデルに， 全休
経済的概念として用いられたが， 第2次大戦後は， ヴァイサ-(Weisser, 
Gerhard)などの経営類型学 (Typologieder Betriebe)において，企業・
(56) 
経営の1類型として経営学の概念としても登場している。
前述のように1919年の社会民主党のパンフレットによると，社会主義とは
共同経済であり，共同経済とは全体経済レベル．での統制的経済である。ここ
に第1次大戦中における共同経済概念の 1表現形態をみることができるが，
ナフタリらの経済民主主義論について（大橋） （733)17 
ドイツ自由労働組合の経済民主主義論では；共同経済の概念は， たとえば
1925年エルトマンによって使用されている。かれは前述のように，経済民主
主義とは経済指導への参加であるとし，経済指導の確立には経済秩序の根本
的に新しい形成が必要であるという自由労働組合第12回大会 (1925年）の決
議に従い，経済民主主義が経済秩序のこの変化の後にはじめて可能であると
するならば，それは，共同経済がその前提である，という。しかしかれによ
るとその場合， 共同経済は自然に生まれるものではなく， 「すでに存在する
共同経済的企業」が成功を収めることや， 「共同経済の新しい諸形態」が発
. (57) 
展することによって，可能になるものである。したがってエルトマンは，ど
ちらかといえば，共同経済として個々の企業形態・経営形態を念頭において
いる。
共同経済はいうまでもなく，国有経済あるいは公営企業より広い概念であ
り，講壇社会主義では一般に「共同の繁栄 (Gemeinwohl)に志向した経済，
(58) 
あるいは国家によりコントロールされた経済」と考えられていた。ナフクリ
は，共同経済の概念などにおいては，アドルフ・ヴァークナーなど講壇社会
(59) 
主義者の影響をうけていたといわれるから，エルトマシやナフクリらの書で
も，共同経済は，講壇社会主義者の場合と概ね同様の意味において用いられ
ていると解されうるが，その場合，エルトマンではそれを個々の経営形態に
ウェイトをおき，ナフタリらの書では社会全体的な体制という意味で使用さ
れている面が強いように思われる。
なお，ナフタリ編『経済民主主義』では，共同経済に関連する言葉として
(60) 
共同所有'(Gemeineigentuin)という言葉も使用されている。これは，公営
企業などの公的所有企業および消費協同組合・労働組合所有経営のような集
(61). 
団的所有企業を包括的に示すものであり，ナフクリらの書では当然ながら共
同経済より狭い言葉である。同書では，共同経済は，具休的形態としては，
それ以外に，経済的自治団体の統括下にある，資本主義的私的所有の諸企業
をも含んだものである。
このようにみてくると，ナフクリ編『経済民主主義』は，それまでの自由
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労働組合における経済民主主義論の発展において，経済民主主義と社会主義
の関連について 1つの結論を出し，目標としての社会主義というテーゼを確
立したといっても，その社会主義とは以上のような意味のものである。それ
は実際には，経済運営における一般的社会的利益の優先の主張というべきも
のであって，社会主義といっても，資本主義でも可能な計画的経済体制をい
うものであるといわざるをえない。
ところで，前述のように，社会的利益の優先はドイツ自由労働組合のもと
もと根本原理であったものである。当時の自由労働組合の最高指導者ライパ
ルトは，経済民主主義を資本主義のもとで可能な問題とする考えにたつもの
であったが，その場合経済民主主義を，私的利益の社会的利益への従属と定
義している。このことは，ナフクリらが究極目標として社会主義を主張した
といっても，・ライパルトやイエッケルなどと実質的に大きな遮いのなかった
ことを意味している。 （未完）
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